




























































































































































































































































































































































































































































（30）　国立公文書館資料（ht tps ://www.d ig i ta l . a r ch ives .go . jp/das/ image - j/
M2011021813534615215）







































LAW RELATING TO PROHIBITION OF PRIVATE MONOPOLY
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Law relating to Prohibition of Private Monopoly





（34）　国立公文書館資料（ht tps ://www.d ig i ta l . a r ch ives .go . jp/das/ image - j/
M0000000000001779173）168頁以下。なお、この英語の法令名は、公取委による

























































　　　　 　不法な制限及び独占から取引及び通商を保護する法律（An Act to protect 
trade and commerce against unlawful restraints and monopolies）
　　　②　クレイトン法（Clayton Act）
　　　　 　不法な制限及び独占に係る現行法を補完し、かつ、その他の目的を有す
る法律（An Act to supplement existing laws against unlawful restraints and 
monopolies, and for other purposes）
　　　③　連邦取引委員会法（FTC Act）
　　　　 　連邦取引委員会を創設し、その根拠及び義務を定め、かつ、その他の目的を
有する法律（An Act to create a Federal Trade Commission, to define its powers 








  　　 　 　This act to promote lawful trade by protecting it from unlawful restraints is 






































































































































































































































































































































































































































































































































GHQは、内閣法制局に対し「too logical, too legal, too technical」、さら
に「too powerful」との評価をしていたといわれている（64）が、題名の付け
方に係る原則に照らし問題となるものは認めないとの姿勢は、体系的に整
備された法令の規定を現実の問題に当てはめ解決を図るという大陸法的な
考え方につながっているように考えられる。
GHQが求めるような独占禁止法案については、その内容が我が国の実
情に合わないとする問題（65）のほか、我が国の法体系の中に英米法的なも
のを導入することは難しいとの問題があったと考えられる。
（64）　例えば、前掲（注６）百年史139頁
（65）　例えば、独占禁止法制定前後におけるGHQとの交渉状況につき、柏木一郎氏は、
次のように述べている（「公取の思い出」前掲（注50）思い出23頁。なお、前掲（注
35）三十年史430頁）。
　　　　 　当時はまだ占領下であり、日本政府の仕事は、万事進駐軍（GHQ）の指揮指
導を受けて居り、当時の総務課の主な仕事は、このGHQとの連絡でありまし
た。（中略）
　　　　 　独禁法そのものも当時のGHQの命令（DIRECTIVE）に基づき作られました
が、立案時に於ても、私は関係して居りました。私共立案に関係した者は、こ
の独禁法は言わば、日本経済の基本法になることを自覚し、GHQとの交渉に於
て、日本経済の実態、将来を色々と考えながら、元の命令とは或程度変った、
日本経済の実態に即した法案を作成することが出来たと思います。今、思い出
して見ますと、随分こまかな点で、GHQと交渉し、こちらの主張を頑張ったか
と思います｡  この点は、当時同じ頃に成立した労働基準法とは、幾分違う面が
法律の内容と文章の中に現われて居ると思います。
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この独占禁止法が英米法的なものであるとの考え方については、その規
制基準が「一定の取引分野における競争の実質的制限」といった抽象的な
ものとなっていることを問題とするものであろう。
しかし、これは、独占禁止法が英米法的なものであるからではなく、競
争原理を踏まえた市場秩序法であるからであると考えるべきである。すな
わち、市場における事業者の活動は多様であり、また、それぞれの活動が
市場の競争秩序に及ぼす影響についても様々であるので、事業者の行為の
外形を重視した規定を設けたり、個々の規定を一律的に解釈・運用するこ
とはできない（66）ためであると考えられる。
なお、公取委発足の際の委員長及び委員の人選に当たっては、GHQで
は、民間の企業人から選任し、特に行政官を充てるべきではないとしてい
た。このようなGHQの姿勢は、独占禁止法の運用を官僚統制的なもので
はなく、経済実態に即したものとすべきとの考え方に基づくものであろう
が、交渉の結果、任期１年の委員として行政官から１名を選任することが
認められている（67）。
（66）　例えば、同じ「一定の取引分野における競争の実質的制限」を規制基準とする行
為であっても、カルテルや企業結合といった行為の態様により、「一定の取引分野」
等の把握や認定につき取扱いを変えるべき場合があると考えられる。この点に係る
私見の概要は、拙稿「競争と競走―陸上競技モデルによる独占禁止法違反行為類型
の検討―」名城法学第58巻第１・２合併号（平成20年）29頁参照。
　　　また、行為の外形と競争制限効果との関係については、例えば、事業者間のカル
テルに反する行為に対するペナルティの取扱いに係るものがある。このペナルティ
に係る評価としては、カルテルを遵守させようとする競争制限効果が大きいものと
する立場がある一方、カルテルが遵守されないことも想定しており競争制限効果は
小さいとする立場もあり、画一的に判断することはできない。
（67）　公取委発足時の委員長及び委員は、次のとおりであり（かっこ内は、公取委事務
総局編『独占禁止政策五十年史（下巻）』（平成９年）92頁による前歴）、再任（任期
５年）などにより在任期間が当初の任期と異なる場合は、かっこ内に付した。
　　委員長　中山喜久松（大同製鋼 （株）取締役会長。昭和27年２月辞職）
　　委　員　（任期５年）横田正俊（大審院判事。その後、委員長。昭和33年辞職）
　　　　　　（任期４年）石井 清（弁護士）
　　　　　　（　 同 　）倉井敏麿（日本勧業銀行理事。昭和25年辞職）
　　　　　　（任期３年） 蘆野 弘（総領事、（財）世界経済調査会常務理事、弁護士。
昭和33年辞職）
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その後、行政官出身であっても委員として問題ないと判断されるように
なり、適任と思われる企業人に委員就任を求めるのは待遇面などから難し
いこともあって、長らく、委員長及び委員は大蔵省や通商産業省といった
経済官庁出身者が中心となってきた。しかし、近年では、行政官出身者が
減少し、弁護士経験や企業勤務経験のない法曹関係者及び大学教員出身の
委員が増加している。
独占禁止法を運用するためには、まず、問題となる行為に係る企業活動
の実態やそれが市場における競争秩序に及ぼす影響を的確に把握する必要
がある。個々人の適性はその所属や経歴だけによって判断できるものでは
ないが（68）、現在の委員に、その経歴からは企業活動の実態に必ずしも詳し
いとは思われない法曹関係者が２名及び理論経済学専攻の大学教員出身者
が１名含まれており、これらの者が委員会メンバー５名の過半を占めてい
ることもあって（69）、現在の公取委が経済の実態を踏まえた法運用を行い得
　　　　　　（任期２年）大橋光雄（京都大学教授、運輸省海務官、弁護士）
　　　　　　（任期１年） 島本 融（物価庁部長、経済安定本部部員。昭和25年辞職）
（68）　例えば、横田正俊・元委員長については、多くの委員・事務局幹部経験者から、
その考え方が柔軟であったとか、英米法的な考え方もされるといった評価がなされ
ている。また、最高裁判事就任後に、消費者金融問題に関し利息制限法に係る解釈
を変更した最初の最高裁大法廷判決（昭和39年11月18日）において、「借主保護の
理想に急な余り、経済界の実情に余りにもかけ離れ、金融機構（とくに、信用の乏
しい者も、比較的に安い金利で、しかも返済し易い方法で金銭が借りられるような
機構）の整備、充実を待たないで、余りに厳格な規制を強行するときは、金融梗塞
という借主のためにはならない結果又は闇金利の横行というような法律軽視の風を
招来するおそれのあることも反省されなければならない（宅地、住家の借主の保護
を目的とした地代、家賃統制法令その他の法令の実施が、健全な住宅政策の裏付け
を欠いたため、住宅難という借りる者に不利益な結果や、闇取引の公然たる横行と
いう現象をもたらしたことは、周知のとおりである）。」（民集18巻９号1877頁）と
して、経済学的に極めて妥当と考えられる反対意見を述べられている。
（69）　審判制度が設けられ、審決取消請求訴訟等が東京高裁の専属管轄となっていた時
代においては、公取委は第一審的な機能を果たしていたと評価することも可能であ
るため、公取委の委員長や委員に法曹関係者を充てることにもそれなりの合理性が
あったと考えられる。しかし、審判制度が廃止された現時点では、事務総局の職員
に法曹関係者が含まれることもあり、行政機関である公取委の委員等に法曹関係者
を充てる必要性はかなり低下していよう。
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るかには疑問もあると考えられる（70）。
９　おわりに
以上のとおり、独占禁止法における法令名の取扱いについては、題名法
を件名法に仮装させたとも言うべきもので、非常に変則的なものとなっ
ているが、これは、橋本氏を中心とする立案担当者や当時の法制局が、
GHQとの間で法律案の形式面においても厳しい折衝を行わざるを得な
かった中で、我が国の考え方をできる限り維持しようとした結果であっ
て、意図的なものであることは明らかである。
また、独占禁止法がかな交じり題名法となったことにより、議員立法に
よりかな交じり題名法が制定されるようになり、さらに、すべての法令に
題名を付すとの内閣法制局の決定につながったとすると、独占禁止法の法
令名が変則的なものであったとしても、戦前における法令名の取扱いと同
じ基準で、それが題名法か件名法かといった議論の対象とすることは適当
ではないと思われる。そして、仮に現在の内閣法制局が独占禁止法を件名
法であると判断されるのであれば、今後、独占禁止法が改正される際に題
名を付すとの改正（71）も行うべきであると考えられる。
なお、我が国の経済が発展し、また、国際化も進展した現在において
は、競争政策を基本とした経済法制を採用すべきことは当然であり、この
（70）　例えば、近年においては優越的地位の濫用行為については公取委により積極的に
規制されるようになっているが、このうち日本トイザらス事件審決につき公取委の
判断が経済実態を踏まえたものではない旨を指摘したことがある（拙稿「日本トイ
ザらスによる優越的地位の濫用事件審決について―『正常な商慣習に照らして不当
な行為』の認定を中心に―」関西大学法学論集66巻３号（平成28年）189頁）。
（71）　独占禁止法は昭和52年に大改正（目次の改正を含む。）が行われているが、昭和50
年代の内閣法制局関係者による立法技術の解説書である前田・前掲（注13）書332頁
においては、「題名のない法令は、改正の機会に、なるべく適当な題名を付けるよう
取り扱われている。」とされている。昭和52年改正の際は、所得税法上の行政調査権
に係る最高裁判決（昭和47年11月22日大法廷判決）を受けて、内閣法制局の判断に
より第47条（当時は第46条）に第４項の規定が追加されているので、これと併せて、
目次の次に明示的な題名を付すなどの対応をすべきであったと考えられる。
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点で公取委という行政委員会を設置して、独占禁止法を運用すべきとする
GHQの判断も正しかったと考えられる。しかし、公取委の現在の法運用
が経済実態を十分に踏まえたものであるかには疑問もあり、今後、公取委
が的確に対応されることが望まれよう。
 （関西大学法学部教授）
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